
平成 31年３月５日 

郡 山 市 契 約 課 

 

建設工事における社会保険等未加入対策の拡大について 

 

  平成 30年３月５日付け「建設工事に係る社会保険等未加入対策について」によりお知らせしている

とおり、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保や企業間の公平で健全な競争環境を構築するこ

とを目的とし、本市発注工事における社会保険等未加入対策を次のとおり拡大します。 

 

１ 内容 

  平成 31年度以降の本市発注工事において、社会保険等未加入建設業者（法的適用除外を除く。※１）

と下請契約（二次下請以下を含む。）を締結することを禁止します。 

  なお、社会保険等未加入建設業者（法的適用除外を除く。）と下請契約を締結したことが判明し、適

切な処置を行わなかった場合は、郡山市元請・下請関係適正化指導要綱に基づき、元請業者に対し指

名停止等の措置を行います（特別の事情がある場合を除く。※２）。 

 

 ※１ 社会保険等未加入建設業者とは、健康保険法、厚生年金保険法及び雇用保険法の規定による届

出の義務を履行していない建設業者（建設業法第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出

の義務がないものを除く。）を指します。 

 

 ※２ 特別の事情とは、特殊な技術、機器又は設備等（以下「特殊技術等」という。）を必要とする工

事で、特殊技術等を有するものと下請契約を締結しなければ契約の目的を達することが困難とな

ることが明らかな場合等です。なお、特別の事情の該当の有無については、個々の事案が発生し

た際、その内容や背景等を十分に確認した上で、個別に判断するものとします。 

 

２ 対象工事 

平成 31年４月１日以降に工事請負契約を締結する全ての案件（契約金額 100万円以上） 

 

３ 事務手続 

  元請業者から提出される施工体制台帳又は再下請負通知書により確認します。また、元請業者は、

対象工事の下請業者に本市の工事等指名競争入札参加有資格業者名簿に登録されていない建設業者が

選定されている場合、施工体制台帳又は再下請負通知書の提出時に、当該下請業者に係る経営規模等

評価結果通知書・総合評定値通知書（経審）の写し等を添付してください（別添「社会保険等の確認

資料について」のとおり。）。 

  なお、社会保険等未加入建設業者（法的適用除外を除く。）と下請契約を締結した場合、理由書等の

提出を求めます。理由書等の提出がない又は特別の事情があると認められない（※３）場合は、指名

停止等の措置を行います（別添「事務手続フロー」のとおり。）。 

 

※３ 一次下請に係る下請業者が社会保険等未加入建設業者であった場合は、特別の事情を有してい

ても、市が指定する期限までに、当該社会保険等未加入建設業者が社会保険等の届出の義務を履

行したことを確認できる書類の提出が必要です。 

 

４ 指名停止等 

  上記内容に違反した場合、以下の措置を実施します。 

（１）元請業者に対する指名停止措置（契約違反の規定を適用） 

（２）工事成績評定の減点（指名停止措置に伴う減点） 

 

                                【問い合わせ先】 

財務部契約課 工事契約係 

                                   TEL:024-924-2601 

 



社会保険等の確認資料について 

 

 元請業者は、対象工事の下請業者に本市の工事等指名競争入札参加有資格業者名簿に登録されて

いない建設業者が選定されている場合、施工体制台帳又は再下請負通知書の提出時に、次の書類を

添付してください。 

 

◆下請業者に係る経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（経審）の写し 

「健康保険加入の有無」、「厚生年金保険加入の有無」及び「雇用保険加入の有無」の各欄が「有」

又は「除外」になっていることを確認します。 

 

※ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（経審）における上記「各保険加入の有無」

の欄が「無」又は未受審の場合、それぞれの保険について、以下の書類も添付してください。 

 

【健康保険・厚生年金保険】 

事業所状況 提出書類 

全国健康保険協会（協会けん

ぽ）に加入済の場合 
年金事務所発行の保険料の領収書（写し） 

健康保険組合に加入済の場合 健康保険組合発行の保険料の領収書（写し）及び厚生年

金保険料の領収書（写し） 

建設国保組合に加入済の場合 建設国保組合発行の加入証明書（原本）及び厚生年金保

険料の領収書（写し） 

健康保険及び厚生年金保険に

最近加入したため、領収書が

ない場合 

健康保険・厚生年金保険新規適用届の事業所控（写し） 

健康保険又は厚生年金保険に

加入義務がない場合 
社会保険等適用除外申出書（別紙参考様式） 

 

【雇用保険】 

事業所状況 提出書類 

労働局又は労働保険事務組合

に保険料を納付済の場合 

労働局又は労働保険事務組合発行の労働保険料の領収

書（写し）もしくは納入証明書 

雇用保険に最近加入したた

め、領収書がない場合 
雇用保険適用事業所設置届の事業所控（写し） 

雇用保険に加入義務がない場

合 
社会保険等適用除外申出書（別紙参考様式） 

 

 

 

 



 郡 山 市 長

印

１ 健康保険について

 
理由

２ 厚生年金保険について

理由

３ 雇用保険について

理由

代表者職氏名

注３ 健康保険の項目について、適用除外の承認を受けて国民健康保険組合に加入している場合は、国民健康保険組合名
  を記入してください。

［適用除外の理由］
 １ 事業主等のみの事業所

注２ 「適用除外」欄に○を付けた場合は、その理由に該当するものの番号を○で囲んでください。
  「その他」の場合は理由を具体的に記入してください。

注１ 適用が除外される保険の「適用除外」欄に○を付けてください。

 ２ その他

適用除外

 ２ その他

［適用除外の理由］

 ２ 適用除外の承認を受けて国民健康保険組合に加入

適用除外

 １ 従業員が５人未満の個人事業所

国民健康保険組合名

 １ 従業員が５人未満の個人事業所

 ３ その他

所  在  地
商号又は名称

適用除外

［適用除外の理由］

 当社の社会保険等の適用除外について、下記のとおり申し出します。
 なお、この申出書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

申請者

社会保険等適用除外申出書

  年  月  日 

別紙参考様式



建設工事に係る社会保険等未加入対策事務手続フロー

※１

※２ 受注者が当該未加入業者に対し、適切に加入指導を行っていたことを、
① 指導を行った際に未加入業者に交付した書面
② 指導を行った日時や内容を記録した打ち合わせ簿
③ 受注者が加入指導を行ったことを発注者に対して誓約する書面
等により確認できる場合に、相当の理由があるものとする。

※３ 理由書未提出の場合を含む

特別の事情とは、特殊な技術、機器又は設備等（以下「特殊技術等」という。）を必要とする工事で、特殊技術等を有
するものと下請契約を締結しなければ契約の目的を達することが困難となることが明らかな場合等である。なお、特別
の事情の該当の有無については、個々の事案が発生した際、その内容や背景等を十分に確認した上で、個別に判断する
ものとする。

指名停止 工事成績評定の減点

確認書類又は理由書の未提出 理由書提出

特別の事情を有さず、提出期間内に確認書類が提出され
ない場合（※３）

ペナルティ

ペナルティ ペナルティなし

指名停止 工事成績評定の減点

特別の事情無し 特別の事情有り

元請業者に対し、３０日以内に社
会保険等の加入を確認できる書類
の提出を指示

（契約課）

書類未提出
（未加入）

ペナルティなし

（契約課）（契約課）

加入・適用除外

・元請業者に対し、加入の確認書類又は当該下請契約を締結した具体的な理由を記載し
た書面を３０日以内に提出するよう指示
・提出期間の延長を求めるときは、適切に加入指導を行っていることを示す書面を提出

（工事担当課）

提出期間延長申請をした場合

相当の理由があると認めた（認めなかった）旨を通知（※２）

未加入

確認書類又は理由書の提出期間を延長

提出期間内に保険加入の確認書類
が提出された場合

特別の事情の有無を判定（※１）

特別の事情なし 特別の事情あり

特別の事情を有しないと認めた通
知

特別の事情を有すると認めた通知

書類提出
（加入）

２次下請以下が未加入の場合

再下請契約を締結した日から１４日以内に下請通知書及び再下
請負通知書等の提出を受ける

（工事担当課）

再下請負通知書等により加入状況を確認

（工事担当課）

１次下請が未加入の場合

下請契約を締結した日から１４日以内に下請通知書及び施工体
制台帳等の提出を受ける

（工事担当課）

施工体制台帳等により加入状況を確認

（工事担当課）

未加入 加入・適用除外

（契約課）

        ２次下請負人  ：最大６０日間延長
        ３次下請負人以下：最大９０日間延長

（工事担当課）

（契約課）

元請業者に対し、当該下請契約を締結した具体的な理
由を記載した書面を７日以内に提出するよう指示

（工事担当課）

理由書未提出 理由書提出

特別の事情の有無の判定（※１）


